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第８回南相馬市議会定例会市長提出議案の要旨 

 

令和４年１２月２日提出 

 

Ⅰ 件数  ３３件  

【内訳】議案 ３２件（条例１２件、補正予算関係８件、その他１２件） 

    報告  １件（専決処分の報告） 

 

Ⅱ 議案の要旨  

≪基本構想関係≫ 

議案第 107 号 南相馬市基本構想を定めることについて 

【趣旨】 

南相馬市基本構想を新たに定めることについて、南相馬市議会の議決すべき事件

に関する条例の規定により議会の議決を求めるもの。 

 

【主な内容】 
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≪条例関係≫  

議案第 108 号 
南相馬市行政嘱託員設置に関する条例の一部を改正する条例制定

について 

【趣旨】 

東日本大震災後、大幅に居住世帯が増加している雲雀ケ原二行政区から分割したい

と申し出があり、新たに行政嘱託員を配置するため、必要な改正を行うもの。 
 

【主な内容】 

１ 経過等 

雲雀ケ原二行政区は、東日本大震災後、大幅に居住世帯が増加している。 

地域住民で行政区再編の検討を行い、令和３年１２月に臨時総会を開催した結果、

令和５年４月から雲雀ケ原二行政区を市道大木戸陣ケ崎２号線で東と西に分割、名

称を雲雀ケ原二東と雲雀ケ原二西にすることとしたいとの申し出がなされたこと

から、南相馬市行政嘱託員設置に関する条例の一部を改正するもの。 

※分割後の世帯数 

 ● 雲雀ケ原二東 １６９世帯 

 ● 雲雀ケ原二西 ２３０世帯 

 

２ 改正の概要 

改正前 改正後 

 

行政区名 区域 

雲雀ヶ原二 大木戸字松島及び南東
方の一部 
 

  

 

行政区名 区域 

雲雀ヶ原二東 大木戸字松島の一部 
雲雀ヶ原二西 大木戸字南東方の一

部 
 

 
 

３ 施行日 令和５年４月１日 
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議案第 109 号 

南相馬市職員の給与に関する条例及び南相馬市会計年度任用職員

の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例制定につ

いて 

議案第 110 号 
特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定につ

いて 

議案第 111 号 
議会議員の議員報酬、費用弁償等に関する条例の一部を改正する

条例制定について 

議案第 112 号 
南相馬市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正

する条例制定について 

【趣旨】 

令和４年福島県人事委員会勧告に準じて給与改定を行うため、関係する条例の一部

を改正するもの。 
 

【主な内容】 

１ 月例給（議案第１０９号、第１１２号関係） 

（１）給料表（行政職給料表、医療職給料表 関係） 

県人事委員会勧告による改定後の給料表（平均改定率０．２３％引上げ）

に準じて、若年層への配分に重点を置きながら引き上げるもの。 

（２）実施時期 

 令和４年４月１日から適用 

 

２ 期末・勤勉手当の引上げ 

（１）一般職員及び任期付職員 

年間支給月数を０．１月分引上げ（４．２５月分 → ４．３５月分） 

 ６月期 １２月期 合 計 

４年度 期末手当 

     勤勉手当 

1.175月（支給済） 

0.95月（支給済） 

1.225月（現行1.175月）

1.00月（現行0.95月） 

2.40月（現行2.35月） 

1.95月（現行1.90月） 

５年度 期末手当 

以降  勤勉手当 

1.20月 

0.975月 

1.20月 

0.975月 

2.40月 

1.95月 

※令和５年度以降は、均等になるように配分 
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（２）再任用職員 

 年間支給月数を０．０５月分引上げ（２．２５月分 → ２．３０月分） 

 ６月期 １２月期 合 計 

４年度 期末手当 

     勤勉手当 

0.65月（支給済） 

0.475月（支給済） 

0.70月（現行0.65月） 

0.475月（改定なし） 

1.35月（現行1.30月） 

0.95月（改定なし） 

５年度 期末手当 

以降  勤勉手当 

0.675月 

0.475月 

0.675月 

0.475月 

1.35月 

0.95月 

※令和５年度以降は、均等になるように配分 

 

 （３）市長、副市長、教育長、議会議員、特定任期付職員 

    年間支給月数を０．０５月分引上げ（３．２０月分 → ３．２５分） 

 ６月期 １２月期 合 計 

４年度 期末手当 1.60月（支給済） 1.65月（現行1.60） 3.25月（現行3.20月） 

５年度 期末手当 

以降    
1.625月 1.625月 3.25月 

   ※令和５年度以降は、均等になるよう配分 

 

３ 通勤手当の上限額の引上げ 

改正前 改正後 

職員の通勤距離に応じ支給単位期間に

つき３万５，０００円を超えない範囲

内で市長が規則で定める額 

職員の通勤距離に応じ支給単位期間に

つき４万円を超えない範囲内で市長が

規則で定める額 

   ※改正前 2,600 円～34,900 円→ 改正後 2,900 円～38,800 円 

 

４ 会計年度任用職員関係 

給与条例を準用する会計年度任用職員については、県準拠とするため、適用

時期等の規則委任を規定 

 

５ 施行日 公布の日 

・月例給の改正 令和４年４月１日から適用 

・令和４年度期末・勤勉手当の改正 令和４年１２月１日から適用 

・令和５年度以降の期末・勤勉手当の改正、通勤手当の改正 令和５年

４月１日施行 



10 

 

議案第 113 号 
南相馬市職員の定年等に関する条例の一部を改正する条例制定に

ついて 

【趣旨】 
地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴い、定年の段階的引き上げを行う

ほか、必要な改正を行うもの。 

 

【主な内容】 

１ 地方公務員法の主な改正概要 

 ① 定年の段階的引き上げ（国家公務員の定年（６５歳）を基準とし、２年で１歳

引き上げ。定年年齢は条例で定める） 

 ② 管理監督職勤務上限年齢による降任等（いわゆる「役職定年」。特例措置あり） 

 ③ 定年前再任用短時間勤務職員（現行の再任用制度は廃止。経過措置あり） 

 ④ 情報提供・意思確認制度（６０歳に達する職員に対し新制度の説明・意思確認

を行う）など 
 
２ 改正の概要 

  ⑴ 職員の定年年齢の段階的引き上げ（医師を除く）［第３条・附則第２項］ 

現行 改正後 

６０歳 ６５歳 

 令和５年４月１日から 
令和７年３月３１日まで ６１歳 

 令和７年４月１日から 
令和９年３月３１日まで ６２歳 

 令和９年４月１日から 
令和１１年３月３１日まで ６３歳 

 令和１１年４月１日から 
令和１３年３月３１日まで ６４歳 

 

  ⑵ 管理監督職勤務上限年齢制（いわゆる「役職定年制」）［第６条～第８条］ 

      管理職手当が支給される管理監督職等の職員で、６０歳に達しているもの

について、６０歳に達した日の翌日以降から最初の４月１日までの間（以下

「異動期間」という。）に、管理監督職以外の職に降任等を行う。 

      管理職手当が支給される管理監督職に準ずる職として、「幼稚園長、保育

園長及び認定こども園長」及び「技能長」を管理監督職勤務上限年齢制に加

える。 
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   ⑶ 管理監督職勤務上限年齢制の特例［第９条］ 

      次に掲げる場合には、特例として、当該職員の同意を得て、異動期間を延

長することができる。 

    ア．次に掲げる場合（いわゆる「勤務延長型特例任用」）、最大３年［第１項・

第２項］ 

〇当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものである場合 

〇当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性がある場合 

〇当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害となる特別  

の事情がある場合 

   イ．次に掲げる場合（いわゆる「異動可能型特例任用」）、最大定年まで［第３

項・第４項］ 

〇職務の内容が相互に類似する複数の管理監督職であって、これらの欠員を

容易に補充することができない特別の事情がある管理監督職（特定管理監

督職群）である場合 
    

⑷ 定年前再任用短時間勤務制［第１２条］ 

      ６０歳に達した日以後に退職したものを、定年退職日相当日までの期間、

短時間勤務の職に採用することができる。 

     （現行の再任用制度は廃止。ただし、定年年齢が６５歳になるまで暫定再任

用の経過措置） 
    

⑸ 定年による退職の特例［第４条］ 

      当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものである場合など特

別な事情がある場合、最大３年まで定年の延長が可能（改正前に同じ）。 

      ただし、管理監督職勤務上限年齢制の特例で定年時管理監督職である者に

ついては、勤務延長型特例任用職員に限り延長が可能。最大で異動期間から

３年。 
    

⑹ 情報の提供及び勤務の意思の確認［附則第３項］ 

      年齢６０歳に達する日の属する年度の前年度に、当該職員に対し、年齢６

０歳に達する日以後に適用される任用及び給与に関する措置の内容等の情

報を提供するとともに、同日の翌日以後における勤務の意思を確認するよう

努める。 
  
  ⑺ その他法律改正に伴う文言の整理 

  

３ 施行日  令和５年４月１日 

        （情報の提供及び勤務の意思の確認は、公布の日） 
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議案第 114 号 
南相馬市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定につ

いて 

【趣旨】 
地方公務員法の一部を改正する法律等の施行に伴い、６０歳以後の給料を定める

ほか、必要な改正を行うもの。 

 

【主な内容】 

１ 改正の概要 

   ⑴ ６０歳以後の給料 

     ア．６０歳に達した日後における最初の４月１日以後、給料月額は受ける号給

に１００分の７０を乗じて得た額とする。［附則第１３項］ 

     イ．ただし、医師、任期付職員、非常勤職員を除く。また、勤務延長型特例任

用職員についても除く。［附則第１４項］ 

ウ．他の職への降任等をされた職員であって、６０歳に達した日後における最

初の４月１日以後、受ける号給に１００分の７０を乗じて得た額が、当該他

の職への降任等をされた日の前日に受けていた給料月額の１００分の７０を

乗じて得た額に達しないこととなる職員には、その差額に相当する額を給料

として支給する。［附則第１５項］ 

 

   ⑵ 定年前再任用短時間勤務職員の基準給料月額［第５条・第５条の２］ 

      再任用職員の給料表を廃止し、新たに定年前再任用短時間勤務職員の基準

給料月額を制定 

 

   ⑶ その他法律改正に伴う文言の整理 

  

２ 施行日  令和５年４月１日 
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議案第 115 号 
南相馬市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例制定

について 

【趣旨】 
地方公務員法の一部を改正する法律等の施行に伴い、６０歳以後の退職手当を定

めるほか、必要な改正を行うもの。 

 

【主な内容】 

１ 改正の概要 

  ⑴ ６０歳以後定年前に自己都合等退職した者も定年退職者とみなして退職手

当を支給する。［附則第１２項・第１３項］ 

 

  ⑵ ６０歳以後に退職する者の退職手当の基本額は７割水準減額前を基本とす

る（いわゆるピーク時特例）。［附則第１５項］ 

 

  ⑶ 定年前早期退職者に対する退職手当の基本額に係る特例は勤続２５年以上

で、改正前定年から１０年を減じた年齢の間（５０～６０歳）に退職した場合

に限る。［附則第１６項～第１９項］ 

 

  ⑷ 勤続２５年以上で、地方公務員法第２８条第１項第４号の規定による免職

（定数の改廃、予算の減少、過員の場合等）または、公務上の傷病又は死亡に

より退職した場合に限り、改正前定年（６０歳）後退職者にも定年前早期退職

者に対する退職手当の基本額に係る特例（年齢に関係なく１００分の２加算）

適用。［附則第２０号］ 

 

  ⑸ その他法律改正に伴う文言の整理 

 

 

２ 施行日  令和５年４月１日 

       （雇用保険法等の一部を改正する法律に関連する部分（第１１条第４

項、第１１項、附則第１１項、附則第３条）は、公布の日） 
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議案第 116 号 南相馬市職員の高齢者部分休業に関する条例制定について 

【趣旨】 
地方公務員法の一部を改正する法律等の施行に伴い、高齢を理由とした部分休業

を取得できるようにするため、新たに条例を制定するもの。 

 

【主な内容】 

１ 制定の概要 

⑴ 職員の定年年齢の引き上げに伴い、５５歳を超える職員が高齢を理由に部分

休業を取得できるようにする。［第２条第２項］ 

 

 ⑵ 取得できる休業は１週間の勤務時間の２分の１以下［第２条第１項］ 

 

 ⑶ 休業の期間は無給［第３条］ 

 

 ⑷ 退職手当の計算において、休業の期間の２分の１を除算［第４条］ 

 

 ⑸ 当該条例の制定に伴い、「南相馬市立病院医師の高齢者部分休業に関する条

例」は廃止［附則第２項］ 

 

２ 施行日  令和５年４月１日 
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議案第 117 号 
地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理

に関する条例制定について 

【趣旨】 
地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴い、定年前再任用短時間勤務制度

の新設に伴う文言整理のほか、必要な改正等を行うもの。 

 

【主な内容】 

１ 改正の概要 

⑴ 公益的法人等へ派遣することができない職員に、勤務延長型特例任用職員と

異動可能型特例任用職員を追加［第１条（公益的法人等への職員の派遣等に関

する条例第２条）］ 
 
⑵ 減給処分を受けた職員の減給額が、現に受ける給料及び地域手当の合計額の

１００分の１０を超えることとなった場合には、１００分の１０を限度とする

規定の追加［第２条（南相馬市職員の分限及び懲戒の手続及び効果に関する条

例第８条）］ 
 
⑶ 育児休業を取得することができない職員に、勤務延長型特例任用職員と異動

可能型特例任用職員を追加［第４条（職員の育児休業等に関する条例第２条）］ 
 
⑷ 南相馬市職員の再任用に関する条例の廃止［第１０条］ 
 
⑸ 法律改正に伴う文言の整理 

  主に再任用制度の廃止、定年前再任用短時間勤務制度の新設に伴うもの。 
 

２ 関係条例 

   公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（改正） 

   南相馬市職員の分限及び懲戒の手続及び効果に関する条例（改正） 

   南相馬市職員の勤務時間、休暇等に関する条例（改正） 

   南相馬市職員の育児休業等に関する条例（改正） 

   南相馬市職員の特殊勤務手当に関する条例（改正） 

南相馬市単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準に関する条例（改正） 

   南相馬市水道事業等職員の給与の種類及び基準に関する条例（改正） 

   南相馬市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（改正） 

   南相馬市職員の再任用に関する条例（廃止） 

 

３ 施行日  令和５年４月１日 
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議案第 118 号 
南相馬市立病院看護職員の令和４年度特殊勤務手当の特例に関す

る条例制定について 

【趣旨】 

福島県浜通り地方看護体制強化支援事業補助金を活用し、看護職員の特殊勤務手

当を支給するため、新たに条例を制定するもの。 

 
【主な内容】 

１ 制定の概要 

定める項目 条 内  容 

特殊勤務手

当の種類、

額及び支給

対象職員 

第２条 

～ 

第４条 

 

【看護体制強化支援手当】 

・支給額 年 13 万 3,000 円の範囲内で市長が定める額 

・支給対象職員 

令和５年３月 31 日時点において市立病院に勤務する

看護師、准看護師及び助産師（以下「看護職員」という。） 

（支給対象職員の要件を満たす職員のうち、無給休職

者、停職者、専従休職者、育児休業職員は対象外。） 

 

【ふるさと就職支援手当】 

・支給額 勤務１月につき７万 1,300 円 

・支給対象職員 

平成 25 年４月１日以降に新たに採用した看護職員で

あって、採用した月の前の月以前に市長が別に定める地

域※に居住していたもの。 

 

※市長が別に定める地域 

北海道、宮城県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、

千葉県、東京都、神奈川県、富山県、石川県、福井県、

山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、 

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、

岡山県、広島県、山口県、香川県、福岡県、長崎県 

 

２ 施行日等 公布の日（令和４年４月１日から適用） 

３ 失効日 令和５年３月３１日 
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議案第 119 号 
南相馬市東日本大震災による津波被災者に対する固定資産税の減

免に関する条例の一部を改正する条例制定について 

【趣旨】 

令和５年度の津波被災区域における固定資産税の負担軽減を図るため、必要な改

正を行うもの。 

 

【主な内容】 

１ 改正の概要 

   令和５年度の津波被災区域における固定資産税については、海岸防災林、ほ場

整備工事等の復旧が完了していない状況から、令和４年度に引き続き、全額免除

又は使用可能となった場合は２年間２分の１減免を継続するもの。 

 

区 分 令和４年度 令和５年度 

津波により家屋が滅失し、又は損

壊した区域及び土砂の流入等によ

り従前の使用ができなくなった土

地又は家屋（第４条第１７項関係） 

全額免除 全額免除 

復旧し使用可能となった土地又は

家屋（第４条第１８項関係） 
２分の１減免 ２分の１減免 

 

２ 施行日 公布の日 
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≪補正予算関係≫  

議案第 120 号 

 

議案第 121 号 

 

議案第 122 号 

 

議案第 123 号 

 

議案第 124 号 

 

議案第 125 号 

 

議案第 126 号 

 

議案第 127 号 

 

令和４年度南相馬市一般会計補正予算について 

 

令和４年度南相馬市国民健康保険特別会計補正予算について 

 

令和４年度南相馬市介護保険特別会計補正予算について 

 

令和４年度南相馬市後期高齢者医療特別会計補正予算について 

 

令和４年度南相馬市水道事業会計補正予算について 

 

令和４年度南相馬市病院事業会計補正予算について 

 

令和４年度南相馬市工業用水道事業会計補正予算について 

 

令和４年度南相馬市下水道事業会計補正予算について 
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≪その他≫ 

議案第 128 号 工事請負変更契約の締結について 

【趣旨】 

令和元年第４回南相馬市議会定例会で議決を経た工事請負契約について、契約内

容の一部に変更が生じたため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例第２条の規定により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

契 約 の 目 的 農用地等災害復旧（大井南地区）工事 

契 約 の 相 手 方 
南相馬市小高区大井字深町４８番地 

株式会社中里工務店 

施 工 場 所 南相馬市小高区大井地内 

契

約

金

額 

変更前 ３５６，４００，０００円 

変更後 ３７４，６６７，７００円 

増額する額 １８，２６７，７００円 

 

○主な変更内容 

内  容 

⑴ 
水路復旧工の変

更 

当初設計では既設側溝の撤去再設置を計上していたが、

撤去後の既設側溝の側面や底面にひび割れや破損等の損傷

があり再利用に耐えれない状況であるため、復旧方法を水

路の取壊し新設に変更するもの。 

用水路復旧（取壊し新設） 

【２１８．９ｍ】→【５２８．９ｍ】 

排水路復旧（取壊し新設） 

【２７．８ｍ】→【２３９．９ｍ】 

⑵ 
地震被害箇所補

修工の増工 

令和４年３月１６日発生の地震により、施工が完了して

いた水路等について、ズレやひび割れ等の損傷が生じたた

め、補修工を増工するもの。 

 地震被害箇所補修工 

【０箇所】→【１８箇所】 
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【施工場所位置図】 
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議案第 129 号 工事請負変更契約の締結について 

【趣旨】 

令和元年第４回南相馬市議会定例会で議決を経た工事請負契約について、契約内

容の一部に変更が生じたため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例第２条の規定により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

契 約 の 目 的 農用地等災害復旧（塚原西地区）工事 

契 約 の 相 手 方 
南相馬市小高区大井字深町４８番地 

株式会社中里工務店 

施 工 場 所 南相馬市小高区塚原地内 

契

約

金

額 

変更前 ７２６，０００，０００円 

変更後 ８０５，３５６，２００円 

増額する額 ７９，３５６，２００円 

 

○主な変更内容 

内  容 

⑴ 

農地復旧工（盤

上げ）盛土量の

変更増 

当初設計では現況田面高を６点の平均値により決定して

いたが、実施時において、測定点数を増やし９点～２０点

の平均により確認したところ、平均で４．８ｃｍ程度低い

ことが判明した。所定の高さまで盤上げを実施するにあた

り、土量が不足するため、盛土量を変更するもの。 

農地復旧工（盤上げ）盛土量 

【６６，８２０．４ｍ3】→【７６，１５８．６ｍ3】 

⑵ 
水路復旧工の変

更 

当初設計では既設側溝の撤去再設置を計上していたが、

撤去後の既設側溝の側面や底面にひび割れや破損等の損傷

があり再利用に耐えれない状況であるため、復旧方法を水

路の取壊し新設に変更するもの。 

用水路復旧（取壊し新設） 

【４００．３ｍ】→【８１１．８ｍ】 

排水路復旧（取壊し新設） 

【１５３．４ｍ】→【５８２．９ｍ】 

⑶ 
地震被害箇所補

修工の増工 

令和４年３月１６日発生の地震により、施工が完了して

いた水路等について、ズレやひび割れ等の損傷が生じたた

め、補修工を増工するもの。 

 地震被害箇所補修工 【０箇所】→【２３箇所】 
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【施工場所位置図】 
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議案第 130 号 工事請負変更契約の締結について 

【趣旨】 

令和元年第４回南相馬市議会定例会で議決を経た工事請負契約について、契約内

容の一部に変更が生じたため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例第２条の規定により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

契 約 の 目 的 農用地等災害復旧（塚原中央地区）工事 

契 約 の 相 手 方 
南相馬市小高区大井字深町４８番地 

株式会社中里工務店 

施 工 場 所 南相馬市小高区塚原地内 

契

約

金

額 

変更前 ９５１，５００，０００円 

変更後 １，０２６，８６４，３００円 

増額する額 ７５，３６４，３００円 

 

○主な変更内容 

内  容 

⑴ 

農地復旧工（盤

上げ）盛土量の

変更増 

当初設計では６点の平均値により現況田面高を決定して

いたが、実施時において、測定点数を増やし９点～２０点

の平均により確認したところ、平均で４．３ｃｍ程度低い

ことが判明した。所定の高さまで盤上げを実施するにあた

り、土量が不足するため、盛土量を変更するもの。 

農地復旧工（盤上げ）盛土量 

【９４，８６８．６ｍ3】→【１０３，５８６．８ｍ3】 

⑵ 
水路復旧工の変

更 

当初設計では既設側溝の撤去再設置を計上していたが、

撤去後の既設側溝の側面や底面にひび割れや破損等の損傷

があり再利用に耐えれない状況であるため、復旧方法を水

路の取壊し新設に変更するもの。用水路復旧（取壊し新設） 

【４４５．７ｍ】→【４８６．０ｍ】 

排水路復旧（取壊し新設） 

【３９４．６ｍ】→【７６５．３ｍ】 

⑶ 
地震被害箇所補

修工の増工 

令和４年３月１６日発生の地震により、施工が完了して

いた水路等について、ズレやひび割れ等の損傷が生じたた

め、補修工を増工するもの。 

 地震被害箇所補修工 

【０箇所】→【１２箇所】 
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【施工場所位置図】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



25 

 

議案第 131 号 工事請負変更契約の締結について 

【趣旨】 

令和元年第４回南相馬市議会定例会で議決を経た工事請負契約について、契約内

容の一部に変更が生じたため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例第２条の規定により議会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

契 約 の 目 的 農用地等災害復旧（桃内北地区）工事 

契 約 の 相 手 方 
南相馬市原町区東町三丁目４１番地 

東北建設株式会社 

施 工 場 所 南相馬市小高区耳谷地内外 

契

約

金

額 

変更前 ４００，４００，０００円 

変更後 ４４７，５０４，２００円 

増額する額 ４７，１０４，２００円 

 

○主な変更内容 

内  容 

⑴ 

農地復旧工（盤

上げ）盛土量の

変更増 

当初設計では６点の平均値により現況田面高を決定して

いたが、実施時において、測定点数を増やし９点～２０点

の平均により確認したところ、５．５～１３．６ｃｍ程度

低いことが判明した。所定の高さまで盤上げを実施するに

あたり、土量が不足するため、盛土量を変更するもの。 

農地復旧工（盤上げ）盛土量 

【８，０１８．４ｍ3】→【１０，１７０．４ｍ3】 

⑵ 
産業廃棄物処理

の変更追加 

土工事において、本工事エリアの地中から津波由来のガ

レキ、廃プラ、廃木材が発見されたため、産業廃棄物とし

ての処理費用を増額するもの。 

産業廃棄物処理（ガレキ）【０ｔ】→【１６３．４ｔ】 

産業廃棄物処理（廃プラ）【０ｍ3】→【１６．０ｍ3】 

産業廃棄物処理（廃木材）【０ｍ3】→【３０．０ｍ3】 

⑶ 
地震被害箇所補

修工の増工 

令和４年３月１６日発生の地震により、施工が完了して

いた水路等について、ズレやひび割れ等の損傷が生じたた

め、補修工を増工するもの。 

 地震被害箇所補修工 

【０箇所】→【９０箇所】 
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【施工場所位置図】 
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議案第 132 号 公の施設に係る指定管理者の指定について 

【趣旨】 

指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により議会

の議決を求めるもの。 

 

施設の名称 南相馬市大町地域商業施設 

指定管理者の
住所、名称及び
代表者の氏名 

住所 南相馬市原町区錦町二丁目６７番地 

名称 有限会社ニシノ 

代表者の氏名 代表取締役 西野 茂樹 

指定期間 令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

 

⑴ 施設の概要 

 ①施設名   南相馬市大町地域商業施設 

 ②位置    南相馬市原町区大町二丁目９９番地の２ 

 

⑵ 選定までのスケジュール 

 募集要項の配布期間    令和４年７月１５日（金）から９月１２日（月）まで 

 現地説明会        令和４年８月２６日（金） 

 募集要項に関する質問受付 令和４年９月２日（金）まで 

 申請書の提出期限     令和４年９月１２日（月） 

 指定管理者選定審査委員会 令和４年１０月１２日（水） 

 

⑶ 申請団体 １団体 

 

⑷ 選定方法 

令和４年１０月１２日（水）開催の指定管理者選定審査委員会において、プレゼ

ンテーション審査を行い、選定基準に基づき総合的に評価し、「有限会社ニシノ」

を指定管理者候補者として決定した。 

「有限会社ニシノ」の提案は、当該施設の設置目的や役割を的確に捉えていると

ともに、「利用者に対するサービスの向上を図るための具体的手法」、「施設効用の

最大化を図るための具体的手法」、「類似施設の運営実績」などの項目において優れ

ており、指定管理者としてふさわしいと認められた。 
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⑸ 審査結果 

番 号 審 査 項 目 配点 
平均評価点 

有限会社ニシノ 

(1)―①  施設の設置目的及び市が示した基本方針の実現 ５ ３．６３ 

(1)―②  平等な利用を図るための具体的手法 ５ ３．８１ 

(2)―①  施設効用の最大化を図るための具体的手法 １５ １０．１３ 

(2)―②  利用者に対するサービスの向上を図るための具体的手法 １５ １２．３８ 

(3)―①  施設の管理運営に係る経費の縮減 ５ ２．６９ 

(3)―②  経費縮減に係る対策及び創意工夫 ５ ２．６９ 

(4)―①  安定的な運営が可能となる人的能力 １０ ６．８８ 

(4)―②  収支計画の内容、適格性及び実現の可能性 １０ ５．７５ 

(4)―③  安定的な運営が可能となる財政的基盤 ５ ２．６９ 

(4)―④  類似施設の運営実績 １０ ７．８８ 

(5)―①  利用者、利用団体等の要望把握、改善体制 ５ ２．８８ 

(6)―①  個人情報の保護の措置 ５ ２．５０ 

(7)―①  緊急時対応マニュアルの整備 ５ ２．５０ 

総  合  点 １００ ６６．４１ 

 
評価は以下のとおり行った。 

①各審査員が審査基準に基づき審査を行い、審査項目ごとに下記の評価係数と配点とを掛

け合わせ採点を行った。 
 
 
 
 
 
 
 

②各審査員の評価項目ごとの採点の平均点を算出し、その合計を総合点とした。 
③同一項目について審査員の過半数以上が「ｅ」の評価をした場合、又は総合点が配点の

合計点の２分の１に満たない場合には選定対象としないこととした。 

 

評 価 内 容 評価係数 
ａ.優秀である(高度な能力を有している) １．０ 
ｂ.満足である(十分な能力を有している) ０．８ 
ｃ.平均的である ０．５ 
ｄ.物足りなさを感じる(能力が若干乏しい) ０．２ 
ｅ.劣っている(任せることが不安である) ０．０ 
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議案第 133 号 公の施設に係る指定管理者の指定について 

【趣旨】 

指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により議会

の議決を求めるもの。 

 

施設の名称 野馬追通り銘醸館 

指定管理者の
住所、名称及び
代表者の氏名 

住所 南相馬市原町区本町二丁目５２番地 

名称 一般社団法人南相馬観光協会 

代表者の氏名 代表理事 鈴木 清重 

指定期間 令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

 

⑴ 施設の概要 

 ①施設名   野馬追通り銘醸館 

 ②位置    南相馬市原町区本町二丁目５２番地 

 

⑵ 選定までのスケジュール 

 募集要項の配布期間    令和４年７月１５日（金）から９月１２日（月）まで 

 現地説明会        令和４年８月２９日（月） 

 募集要項に関する質問受付 令和４年９月５日（月）まで 

 申請書の提出期限     令和４年９月１２日（月） 

 指定管理者選定審査委員会 令和４年１０月１２日（水） 

 

⑶ 申請団体 １団体 

 

⑷ 選定方法 

令和４年１０月１２日（水）開催の指定管理者選定審査委員会において、プレゼ

ンテーション審査を行い、選定基準に基づき総合的に評価し、「一般社団法人南相

馬観光協会」を指定管理者候補者として決定した。 

「一般社団法人南相馬観光協会」の提案は、当該施設の設置目的や役割を的確に

捉えているとともに、「施設効用の最大化を図るための具体的手法」、「サービスの

向上を図るための具体的手法」、「施設の管理運営に係る経費の縮減」などの項目に

おいて優れており、指定管理者としてふさわしいと認められた。 
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⑸ 審査結果 

番 号 審 査 項 目 配点 
平均評価点 

一般社団法人南相馬
観光協会 

(1)―①  施設の設置目的及び市が示した基本方針の実現 ５ ３．２５ 

(1)―②  平等な利用を図るための具体的手法 ５ ３．０６ 

(2)―①  施設効用の最大化を図るための具体的手法 １３ ７．９６ 

(2)―②  利用者に対するサービスの向上を図るための具体的手法 １２ ７．８０ 

(3)―①  施設の管理運営に係る経費の縮減 １０ ６．１３ 

(3)―②  経費縮減に係る対策及び創意工夫 １０ ５．００ 

(4)―①  安定的な運営が可能となる人的能力 １０ ５．７５ 

(4)―②  収支計画の内容、適格性及び実現の可能性 １０ ５．３８ 

(4)―③  安定的な運営が可能となる財政的基盤 ５ ２．８８ 

(4)―④  類似施設の運営実績 ５ ３．２５ 

(5)―①  利用者、利用団体等の要望把握、改善体制 ５ ２．８８ 

(6)―①  個人情報の保護の措置 ５ ２．６９ 

(7)―①  緊急時対応マニュアルの整備 ５ ２．６９ 

総  合  点 １００ ５８．７２ 

 
評価は以下のとおり行った。 

①各審査員が審査基準に基づき審査を行い、審査項目ごとに下記の評価係数と配点とを掛

け合わせ採点を行った。 
 
 
 
 
 
 
 

②各審査員の評価項目ごとの採点の平均点を算出し、その合計を総合点とした。 
③同一項目について審査員の過半数以上が「ｅ」の評価をした場合、又は総合点が配点の

合計点の２分の１に満たない場合には選定対象としないこととした。 

 

評 価 内 容 評価係数 
ａ.優秀である(高度な能力を有している) １．０ 
ｂ.満足である(十分な能力を有している) ０．８ 
ｃ.平均的である ０．５ 
ｄ.物足りなさを感じる(能力が若干乏しい) ０．２ 
ｅ.劣っている(任せることが不安である) ０．０ 
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議案第 134 号 公の施設に係る指定管理者の指定について 

【趣旨】 

指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により議会

の議決を求めるもの。 

 

施設の名称 小高区子どもの遊び場 

指定管理者の
住所、名称及び
代表者の氏名 

住所 東京都江東区大島一丁目９番８号 

名称 株式会社フクシ・エンタープライズ 

代表者の氏名 代表取締役 福士 朝尋 

指定期間 令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

 

⑴ 施設の概要 

 ①施設名   小高区子どもの遊び場 

 ②位置    南相馬市小高区関場一丁目１番地の１ 

 

⑵ 選定までのスケジュール 

 募集要項の配布期間    令和４年７月１５日（金）から９月１２日（月）まで 

 現地説明会        令和４年８月２３日（火） 

 募集要項に関する質問受付 令和４年９月２日（金）まで 

 申請書の提出期限     令和４年９月１２日（月） 

 指定管理者選定審査委員会 令和４年１０月１２日（水） 

 

⑶ 申請団体 １団体 

 

⑷ 選定方法 

令和４年１０月１２日（水）開催の指定管理者選定審査委員会において、プレゼ

ンテーション審査を行い、選定基準に基づき総合的に評価し、「株式会社フクシ・

エンタープライズ」を指定管理者候補者として決定した。 

「株式会社フクシ・エンタープライズ」の提案は、当該施設の設置目的や役割を

的確に捉えているとともに、「利用の増進及び施設効用の最大化を図るための具体

的手法」、「利用者に対するサービスの質の向上を図るための具体的手法」、「安定的

な運営が可能となる人的能力」などの項目において優れており、指定管理者として

ふさわしいと認められた。 
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⑸ 審査結果 

番 号 審 査 項 目 配点 
平均評価点 

株式会社フクシ・エ
ンタープライズ 

(1)―①  
施設の設置目的及び市が示した基本方針等に沿った管理運営の

実現 
８ ６．１０ 

(2)―①  利用の増進及び施設効用の最大化を図るための具体的手法 １５ １２．３８ 

(2)―②  利用者に対するサービスの質の向上を図るための具体的手法 １２ ９．９０ 

(3)―①  施設の管理運営に係る経費の縮減 １０ ７．７５ 

(3)―②  経費縮減に係る対策及び創意工夫 １０ ７．１３ 

(4)―①  安定的な運営が可能となる人的能力 １０ ８．１３ 

(4)―②  収支計画の内容、適格性及び実現の可能性 １０ ７．５０ 

(4)―③  安定的な運営が可能となる財政的基盤 ５ ４．０６ 

(4)―④  施設の運営実績 ５ ４．５０ 

(5)―①  利用者間のコミュニケーション促進のための取組み ５ ３．９４ 

(6)―①  個人情報の保護の措置 ５ ３．４４ 

(7)―①  緊急時対応マニュアル等の整備 ５ ３．２５ 

総  合  点 １００ ７８．０８ 

 
評価は以下のとおり行った。 

①各審査員が審査基準に基づき審査を行い、審査項目ごとに下記の評価係数と配点とを掛

け合わせ採点を行った。 
 
 
 
 
 
 
 

②各審査員の評価項目ごとの採点の平均点を算出し、その合計を総合点とした。 
③同一項目について審査員の過半数以上が「ｅ」の評価をした場合、又は総合点が配点の

合計点の２分の１に満たない場合には選定対象としないこととした。 

 

評 価 内 容 評価係数 
ａ.優秀である(高度な能力を有している) １．０ 
ｂ.満足である(十分な能力を有している) ０．８ 
ｃ.平均的である ０．５ 
ｄ.物足りなさを感じる(能力が若干乏しい) ０．２ 
ｅ.劣っている(任せることが不安である) ０．０ 
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議案第 135 号 公の施設に係る指定管理者の指定について 

【趣旨】 

指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により議会

の議決を求めるもの。 

 

施設の名称 南相馬市健康づくりトレーニングセンター 

指定管理者の
住所、名称及び
代表者の氏名 

住所 南相馬市鹿島区江垂字榎町１０番地の１ 

名称 合同会社Ｒ.らいず 

代表者の氏名 代表社員 塙 龍太郎 

指定期間 令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

 

⑴ 施設の概要 

 ①施設名   南相馬市健康づくりトレーニングセンター 

 ②位置    南相馬市鹿島区鹿島字北千倉２４番地の１ 

 

⑵ 選定までのスケジュール 

 募集要項の配布期間    令和４年７月１５日（金）から９月１２日（月）まで 

 現地説明会        令和４年８月２９日（月） 

 募集要項に関する質問受付 令和４年９月２日（金）まで 

 申請書の提出期限     令和４年９月１２日（月） 

 指定管理者選定審査委員会 令和４年１０月１２日（水） 

 

⑶ 申請団体 １団体 

 

⑷ 選定方法 

令和４年１０月１２日（水）開催の指定管理者選定審査委員会において、プレゼ

ンテーション審査を行い、選定基準に基づき総合的に評価し、「合同会社Ｒ.らいず」

を指定管理者候補者として決定した。 

「合同会社Ｒ.らいず」の提案は、当該施設の設置目的や役割を的確に捉えている

とともに、「施設効用の最大化を図るための具体的手法」、「利用者に対するサービ

スの向上を図るための具体的手法」、「安定的な運営が可能となる人的能力」などの

項目において優れており、指定管理者としてふさわしいと認められた。 
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⑸ 審査結果 

番 号 審 査 項 目 配点 
平均評価点 

合同会社Ｒ.らいず 

(1)―①  施設の設置目的及び市が示した基本方針の実現 ５ ３．２９ 

(1)―②  平等な利用を図るための具体的手法 ５ ２．９３ 

(2)―①  施設効用の最大化を図るための具体的手法 １３ ９．６６ 

(2)―②  利用者に対するサービスの向上を図るための具体的手法 １２ ９．６０ 

(3)―①  施設の管理運営に係る経費の縮減 １０ ４．５７ 

(3)―②  経費縮減に係る対策及び創意工夫 １０ ５．４３ 

(4)―①  安定的な運営が可能となる人的能力 １０ ６．１４ 

(4)―②  収支計画の内容、適格性及び実現の可能性 １０ ５．４３ 

(4)―③  安定的な運営が可能となる財政的基盤 ５ ２．５０ 

(4)―④  類似施設の運営実績 ５ ３．２９ 

(5)―①  利用者、利用団体等の要望把握、改善体制 ５ ３．２９ 

(6)―①  個人情報の保護の措置 ５ ２．７１ 

(7)―①  緊急時対応マニュアルの整備 ５ ２．９３ 

総  合  点 １００ ６１．７７ 

 
評価は以下のとおり行った。 

①各審査員が審査基準に基づき審査を行い、審査項目ごとに下記の評価係数と配点とを掛

け合わせ採点を行った。 
 
 
 
 
 
 
 

②各審査員の評価項目ごとの採点の平均点を算出し、その合計を総合点とした。 
③同一項目について審査員の過半数以上が「ｅ」の評価をした場合、又は総合点が配点の

合計点の２分の１に満たない場合には選定対象としないこととした。 

 

評 価 内 容 評価係数 
ａ.優秀である(高度な能力を有している) １．０ 
ｂ.満足である(十分な能力を有している) ０．８ 
ｃ.平均的である ０．５ 
ｄ.物足りなさを感じる(能力が若干乏しい) ０．２ 
ｅ.劣っている(任せることが不安である) ０．０ 
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議案第 136 号 公の施設に係る指定管理者の指定について 

【趣旨】 

指定管理者を指定するため、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により議会

の議決を求めるもの。 

 

施設の名称 南相馬屋内市民プール 

指定管理者の
住所、名称及び
代表者の氏名 

住所 南相馬市原町区本陣前二丁目５１番地  

名称 株式会社東武 

代表者の氏名 代表取締役 中島 照夫 

指定期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

 

⑴ 施設の概要 

 ①施設名   南相馬屋内市民プール 

 ②位置    南相馬市原町区小川町５５３番地の１ 

 

⑵ 選定までのスケジュール 

 募集要項の配布期間    令和４年７月１５日（金）から９月１２日（月）まで 

 現地説明会        令和４年８月２４日（水） 

 募集要項に関する質問受付 令和４年９月２日（金）まで 

 申請書の提出期限     令和４年９月１２日（月） 

 指定管理者選定審査委員会 令和４年１０月１２日（水） 

 

⑶ 申請団体 １団体 

 

⑷ 選定方法 

令和４年１０月１２日（水）開催の指定管理者選定審査委員会において、プレゼ

ンテーション審査を行い、選定基準に基づき総合的に評価し、「株式会社東武」を

指定管理者候補者として決定した。 

「株式会社東武」の提案は、当該施設の設置目的や役割を的確に捉えているとと

もに、「施設効用の最大化を図るための具体的手法」、「利用者に対するサービスの

向上を図るための具体的手法」、「安定的な運営が可能となる人的能力」などの項目

において優れており、指定管理者としてふさわしいと認められた。 
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⑸ 審査結果 

番 号 審 査 項 目 配点 
平均評価点 

株式会社東武 

(1)―①  施設の設置目的及び市が示した基本方針の実現 ５ ３．０６ 

(1)―②  平等な利用を図るための具体的手法 ５ ３．０６ 

(2)―①  施設効用の最大化を図るための具体的手法 １３ ９．２６ 

(2)―②  利用者に対するサービスの向上を図るための具体的手法 １２ ９．００ 

(3)―①  施設の管理運営に係る経費の縮減 １０ ５．７５ 

(3)―②  経費縮減に係る対策及び創意工夫 １０ ５．３８ 

(4)―①  安定的な運営が可能となる人的能力 １０ ７．１３ 

(4)―②  収支計画の内容、適格性及び実現の可能性 １０ ６．７５ 

(4)―③  安定的な運営が可能となる財政的基盤 ５ ３．５０ 

(4)―④  類似施設の運営実績 ５ ３．７５ 

(5)―①  利用者、利用団体等の要望把握、改善体制 ５ ３．００ 

(6)―①  個人情報の保護の措置 ５ ３．１９ 

(7)―①  緊急時対応マニュアルの整備 ５ ３．００ 

総  合  点 １００ ６５．８３ 

 
評価は以下のとおり行った。 

①各審査員が審査基準に基づき審査を行い、審査項目ごとに下記の評価係数と配点とを掛

け合わせ採点を行った。 
 
 
 
 
 
 
 

②各審査員の評価項目ごとの採点の平均点を算出し、その合計を総合点とした。 
③同一項目について審査員の過半数以上が「ｅ」の評価をした場合、又は総合点が配点の

合計点の２分の１に満たない場合には選定対象としないこととした。 

 

評 価 内 容 評価係数 
ａ.優秀である(高度な能力を有している) １．０ 
ｂ.満足である(十分な能力を有している) ０．８ 
ｃ.平均的である ０．５ 
ｄ.物足りなさを感じる(能力が若干乏しい) ０．２ 
ｅ.劣っている(任せることが不安である) ０．０ 
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議案第 137 号 一部和解について 

【趣旨】 

  東京電力福島第一原子力発電所の事故に係る損害賠償を求めるあっせんの申立

てについて一部和解するため、地方自治法第９６条第１項第１２号の規定により議

会の議決を求めるもの。 

【主な内容】 

１ 和解する相手方 

  東京都千代田区内幸町１丁目１番３号 

  東京電力ホールディングス株式会社 

 

２ 事件の概要 

平成２３年度から平成２８年度までに発生した損害に係る賠償請求のうち、相手

方が支払いに合意しない額及び申立てに係る代理人に要する費用を支払うよう原

子力損害賠償紛争解決センターに和解仲介を求め、同センターから一部和解案の提

示があったもの。 

 

３ 和解の内容 

（１）別紙記載の損害項目及び期間について和解することとし、それ以外の点につ

いては、本和解の効力は及ばない。 

（２）相手方は市に対し、損害賠償金２５，７４４，７２３円を支払う。 

（３）本和解に定める金額を超える部分につき、本和解の効力は及ばず、別途損害

賠償請求することを妨げない。 

（４）本和解に定める金額にかかる遅延損害金につき、市は相手方に対して別途請

求しない。 

（５）本和解に関する手続き費用は、各自の負担とする。 
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別紙 

損害項目 期間 金額 

１ 旧警戒区域見守りパトロール事業 
平成 26 年 4 月 1 日 

～平成 27 年 3 月 31 日 
4,795,267 円 

２ 
自動車駐車場駐車料金（駅前）の

減収分 

平成 25 年 4 月 1 日 

～平成 27 年 3 月 31 日 
5,074,507 円 

３ 

中小企業支援のための仮設施設の

維持管理費用のうち、使用料及び

賃借料 

平成 25 年 4 月 1 日 

～平成 26 年 3 月 31 日 
881,995 円 

４ 相馬野馬追事業補助費用 
平成 25 年 4 月 1 日 

～平成 29 年 3 月 31 日 
9,520,000 円 

５ 家畜一時飼養所の撤去費用 
平成 26 年 4 月 1 日 

～平成 27 年 3 月 31 日 
3,653,560 円 

６ 
小高区の老人福祉施設用地の土地

借上料 

平成 28 年 4 月 1 日 

～平成 29 年 3 月 31 日 
1,819,394 円 

合計金額 25,744,723 円 
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【参考】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ■　東京電力ホールディングス㈱に対する損害賠償請求状況一覧　■　　R4.10 .31現在

　総括表　※一般会計・特別会計（企業会計所管分を除く）　 （単位：円） （単位：円）

 対象年度等  請求項目の事業を実施した年度及び公共財物の請求区分

 ①最新請求額  東京電力へ請求した（請求している）最新の金額

 ②受領済額  東京電力との合意により、賠償金の支払いが完了している金額

 ③直接協議中  協議の余地があり、東京電力と直接協議を継続している金額

 ④東電賠償対象外  直接協議で東京電力との合意に至らず、賠償対象外として整理された金額

 ⑤ADRに移行済  ④東電賠償対象外のうち、ADRに申立てを行った(行っている）金額

 ⑥ADR申立て検討  ④東電賠償対象外のうち、ADRに申立てを検討している金額

■　今回、一部和解を提案している和解仲介手続き（ＡＤＲ）の申立て額　■　　R4 .10.31現在

①最新請求額

1,479,103,039

992,997,838

544,729,947

598,946,153

48

44

請求項
目数

※記載事項の説明

対象年度等

平成23年度分

平成24年度分

平成25年度分

130

74

62

平成26年度分

平成27年度分

63

536,442,749

552,252,228

530,202,315

2,187,844,218

7,422,518,487

33

445

899

平成28年度分

平成29年度分

公共財物

直接請求小計

②受領済額

367,708,375

470,603,851

80,375,000（※１）

90,046,228

166,187,694

23,388,034

42,208,570

8,883,650

2,187,844,218

3,356,870,620

0

③直接協議中
④東電

賠償対象外

437,810,615

1,030,960,223

478,515,247

410,339,629

497,101,794

502,332,522

504,243,302

0

80,434,441

43,878,740

16,873,104

22,418,830

15,952,921

7,711,136

17,075,363

0

3,861,303,332

⑤ADRに
移行済

1,030,960,223

478,416,247

433,986,913

406,778,670

254,528,417

264,665,304

0

0

2,869,335,774

「④東電賠償対象外」の内訳

⑥ADR
申立て検討

0

99,000

3,823,702

3,560,959

242,573,377

237,667,218

504,243,302

（※１）①最新請求額に含まれない「弁護士報
酬」を含む。

　平成23年度から平成28年度までの追加費用等
　　（焼却灰等の検査及び一時保管対策に要した費用ほか全５８項目）

平成25年度分

平成26年度分

平成27年度分

平成28年度分

記載事項 内　容

991,967,558

合計 3,437,245,620

204,344,535

ADR和解金

申立て額合計

請求額（単位：円）

3,911,530

4,286,660

149,582,936

120,072,867

254,528,477

258,692,640

791,075,110

23,732,254

814,807 ,364

対象年度

平成23年度分

平成24年度分

合　計

弁護士報酬（3％）
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議案第 138 号 字の区域の変更について 

【趣旨】 

原町区深野北地区における福島県復興基盤総合整備事業に伴い、字の区域を変更

する必要が生じたため、地方自治法第２６０条第１項の規定により議会の議決を求

めるもの 

【主な内容】 

１ 字の区域の変更について 

  事業の実施により、道路、水路の付け替え及び新設などが行われたことに伴い、

県から字の区域の変更の依頼があったもの。 

  当該字の区域の変更は、地方自治法第２６０条第１項の規定により議会の議決を

経て、地方自治法施行令第１７９条の規定に基づき、土地改良法第５４条第４項の

規定による換地処分の公告（福島県知事）があった日の翌日から施行となる。 

 

２ 今後の事務手続 

  令和４年１２月 議決後に変更処分の告示、県知事・関係機関へ通知（市） 

  令和５年 ２月 換地処分の公告（県）、換地処分登記申請（県） 

 

３ 復興基盤総合整備事業について 

  この事業は、ほ場整備事業の実施を契機として担い手への農地の集積を促進する

とともに、将来の農業生産を担う効率的かつ安定的な経営体を育成し、これらの経

営体が農業生産の相当分を担う農業構造の確立を図ることを目指すもの 

 

  復興基盤総合整備事業（深野北地区）の概要 

受益面積 ３１．４ｈａ 

総事業費 ９６５，０００千円 

負担割合 国 747,874、県 132,688、市 84,438、地元 0 （単位：千円） 

工事内容 

区画整理工 

整地工  ３１．４ｈａ 

道路工  ３，３００ｍ 

用水路工 ４，１００ｍ 

排水路工 ６，１００ｍ 

事業年度 平成２７年度～令和４年度 
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報告第 14 号 専決処分の報告について 

【趣旨】 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記のとおり専決処分したので、

同条第２項の規定により報告するもの。 

 

【専決第８号 損害賠償の額の決定について 令和４年１０月４日専決】 

 １ 損害を賠償する相手方 

    南相馬市在住 個人 

 

 ２ 損害賠償の額 

    ５００，０００円 うち保険等により補てんされる額 ５００，０００円 

             市が自ら負担する額             ０円 

 

 ３ 損害賠償の理由 

    令和元年８月２３日（金）午前８時２０分頃、南相馬市立総合病院職員が相

手方を沐浴させる際、湯温確認を怠り、相手方の背部及び下半身全般に熱傷を

負わせたものである。 

    本件の治療は終了しており、本件と相当因果関係があるもので、合意書作成

当時予想できなかった不測の再手術や後遺症がその後発生した場合、その損害

について別途協議するとして相手方と合意したことから、相手方に対し慰謝料

などを賠償する。 

損害賠償の額は上記のとおりとする。 

 

【専決第９号 工事請負変更契約の締結について 令和４年１０月２８日専決】 

１ 専決処分の理由 

令和２年第８回南相馬市議会定例会で議決を経た工事請負契約について、契約

内容の一部に変更が生じたため、令和４年１０月２８日付けで専決処分したもの。 

２ 変更契約の内容 

契 約 の 目 的 ため池改修（鳥木迫ため池外）工事 

契 約 の 相 手 方 
南相馬市小高区大井字深町４８番地 

株式会社中里工務店 

施 工 場 所 南相馬市小高区行津字鳥木迫地内外 

契

約

金

額 

変更前 ６４９，０００，０００円 

変更後 ６４１，６５７，５００円 

減額する額 ７，３４２，５００円 
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○主な変更内容 

内  容 

⑴ 
交通誘導員の配

置人数の変更減 

当初設計においては、積算基準に基づき工事の日当たり

施工量により算出した人数を計上していたが、実施工程及

び仮設計画に基づき請負者から協議のあった配置計画によ

り交通誘導員の配置人数を変更減するもの。 

交通誘導員の配置人数 

【２，６２４人】→【１，８１０人】 

 

【施工場所位置図】 

   

 


